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防災減災地域ニューディールについて
　 
私たち公明党は社会資本の老朽化対策や防災・減災対策を進めるため、１０年間で１００兆円を集中投資する「防災・減災ニューディール」を提唱しています。いずれ必要になる対策を前倒しして計画的かつ集中的に取り組むことで、防災力の強化と経済の活性化を同時に実現することが狙いです。
この「防災・減災ニューディール」には二つの側面があります。
第一には、高度成長期に建造された橋梁・道路・建築物などが、建造後５０年近くになり、劣化を起こしていること。早い段階でのメンテナンスが大切となります。それは、単なる公共事業の復活とは異なり、生命を守るために本当に必要な公共投資です。
　第二には、東日本大震災以来、日本列島が地震の活動期の渦の中にあり、首都直下地震、東海・東南海・南海地震の三連動地震などに対応することが急務であること。特に首都直下地震の最大のポイントは震度６強としてきた予測が、震度７もあるという大変更をもたらしたことや、三連動地震では太平洋岸をはじめとして巨大津波への対応が不可欠となったことです。

防災・減災ニューディールは、これに加えて、需要を創出することによって需給ギャップの大きいデフレ下の日本経済を活性化させ、今日本で最も重要な景気・経済の再建にも大いに資すること。デフレ克服の突破口にすることです。

「災害は現場で起きている」「危機管理は実務である」――これは志方俊之帝京大教授が示す危機管理の急所です。災害はとにかく現場です。災害、防災・減災は地域・現場で、どう住民の生命を守るかということこそ急所です。
　
特に、地域にとって大事な拠点である学校は地域のものです。その学校が、築後30年以上経過しているものが45.4％、20年から29年経過しているものが33.3％であり、老朽化が進んでいます。一般的な学校などの鉄筋コンクリート造における減価償却資産としての耐用年数は47年であり、今後30年間に全国の小・中学校の約8割が耐用年数を迎えることになります。
また、学校の耐震化は今年の夏休みの工事を終えると９０％に近くなりますが、天井や照明、内壁や外壁の耐震化・老朽化対策は急務です。現在、全国で、この非構造部材の耐震化は２９.７％だけ。「学校施設の非構造部材の耐震強化」は喫緊の課題です。地震等災害発生時において地域の避難所となる学校施設は、児童生徒だけでなく、地域住民の命を守る地域の防災拠点であり、いわば、最後の砦であり、その安全性の確保、防災機能の強化は“待ったなし”の課題です。

　今、次々と発表されている新たな想定地震、想定震度を深刻に各地でとらえ、私たち公明党が防災・減災のエンジン役になり、住民の命を守るために懸命にキャンペーンを展開しています。その地方での具体的なものが積み上がって国全体としての防災・減災ニューディールにつながります。
　今、最も大事なことは、老朽化した社会基盤の再構築に集中投資し、防災・減災対策として市民の生命と財産を守るとともに地域経済を守る、言い換えれば「防災・減災地域ニューディール」で地域を活性化する道筋をつけて、「安全・安心で勢いのある地域」にすべきだと考えます。
そこで、以下の諸点についてお伺いいたします。
（1）我がまちの公共施設の50年以上が経過した割合、その維持・更新などで見込まれる費用とその確保策について伺う
（2）公共施設の老朽化対策を含めた、耐震化と防災機能の強化策について伺う。
（3）学校施設の「非構造部材への耐震強化への取組み」について伺う
（4）インフラの老朽化対策を含めた「災害に強いまちづくり」の工程表の策定について伺う。
【考えられる展開】
○国土交通省によれば、建設から５０年以上が経過した社会基盤の割合は、2029年度に道路橋の約51％、水門などの河川管理施設の約51％、港湾岸壁の約48％と、全体の約半数に及ぶ。今後50年間で必要な費用は、同省試算で約190兆円に上るとされ、このうち30兆円が予算不足に陥ると見込まれている。具体的には、2037年度以降は公共事業予算が賄えなくなり、耐用年数が過ぎた橋や道路がそのまま放置される危険性が生じるということが危惧されます。
○これに対し国交省は、既に先進的な自治体で行われている社会基盤の「長寿命化」の取り組みを全国的に実施すれば、現在、約30兆円と見込まれている予算不足分を6兆円にまで減少できるとしている。しかし、実際の橋梁の長寿命化修繕計画の策定率は約41％（2008年度現在）に過ぎず、河川管理施設で15％（同）、港湾施設で約13％（同）と、低い水準にとどまっているのが現状だ。
○平成20年度における全国の小・中学校では、築後30年以上経過しているものが45.4％、20年から29年経過しているものが33.3％であり、老朽化が進んでいます。一般的な学校などの鉄筋コンクリート造における減価償却資産としての耐用年数は47年であり、今後30年間に全国の小・中学校の約8割が耐用年数を迎えることになります。良好な教育施設を維持していくためには、かなりの財政的な負担がかかってくるものと思われます。
○すでに先進的な自治体（神奈川県藤沢市、千葉県習志野市、神奈川県秦野市など）では、公共インフラを効率よく管理し、低コストで維持・補修・新築していく公共施設のアセット・マネジメントという概念が導入され、「長寿命化」への取り組みも始まっています
○防災機能強化のための補助制度の創設
１．趣旨　学校施設について、発災時における児童生徒等のための応急避難場所としての必要な機能が発揮できるよう、防災機能の強化を図る。
2.対象施設　公立の幼稚園、小学校、中学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校、中
等教育学校（後期課程）、高等学校
　※中等教育学校（後期課程）、高等学校については「屋外防災施設」のみ対象
3.算定割合：１／３　　下限額：４００万円～上限額：２億円（過去急増市町村にあっては３億円）
※自家発電設備に限り、下限額は設置者単位で「200万円×設置校数」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ただし１校５００万円を上限とする）
4.工事内容
○建築非構造部材の耐震化工事
　・天井材等落下防止工事
　・設備機器の移動・転倒防止工事　等
○児童生徒等の安全を確保する上で必要な工事
　・避難経路や外階段の設置工事
　・転落防止のための柵、手すり等の設置工事　等
○屋外防災施設
　・備蓄倉庫、給水槽、防火水槽、井戸、屋外便所　等
○その他防災機能
　・避難所指定校への自家発電設備（据え置き式に限る）の整備
　・ガラスの飛散防止フィルムについては、工事として行う場合は対象となる（飛散防止フィルムについては、Ⅱ、今夏の節電対策についての項で参照）
【参考】公明新聞
05/03　「命を守る、都市防災・減災を！」、05/17　災害に強い街へ全力
05/19　天井、壁など耐震化急げ、05/21　学校の耐震化と公明党
05/24　防災・減災ニューディール、05/26　整備急ぎ防災力高めよ
05/26　深刻な日本の需給ギャップ、05/27　老朽化する社会資本改修急げ
05/29　防災へ老朽化対策、国交省
2012/02/16　集中投資で生活基盤守れ、2012/02/18　防災・減災ニューディール、
2012/02/22　“経済の現場”に元気を取り戻せ、2010/08/12　進む、社会基盤の老朽化
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